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ま え が き 

 

本書は、平成22年度、23年度の二年間にわたり、アメリカの新しい労働組織について現地調

査を行なった結果に基づき、分析を加えて取りまとめたものである。 

対象とした組織は、従来型の労働組合と使用者の関係に基づくものから、労働組合ではない

が労働者の権利擁護や職業訓練、職業紹介、相互扶助、制度・政策要求を行う組織、労働者所

有企業など多岐にわたる。二年間で訪問した組織は30を数えた。 

これら本書が対象とする新しい労働組織が織り成すのは、医療保険や年金などの社会保障制

度をこれからどのように維持していくのか、企業、地域コミュニテイ、学校、労働者ぞれぞれ

の利害を調整して職業訓練の成果を高めて賃金の上昇の道筋をどのようにつくっていくのか、

という従来型の労働組合・使用者関係では担うことが難しくなってきた分野である。 

本書が、アメリカと同様に年金や医療保険の継続性や、低賃金労働者の増加といった問題を

抱える日本の労使関係システムのあり方を検討する際の参考となれば幸いである。 
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